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回次
第91期

中間連結会計期間
第92期

中間連結会計期間
第91期

会計期間
自　2025年4月 1日
至　2025年9月30日

自　2026年4月 1日
至　2026年9月30日

自　2025年4月 1日
至　2026年3月31日

売上高 （百万円） 480,889 779,986 992,561

経常利益 （百万円） 27,224 26,017 54,461

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（百万円） 18,235 12,718 31,667

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 32,450 8,469 131,504

純資産額 （百万円） 1,134,681 1,288,270 1,285,630

総資産額 （百万円） 1,422,718 1,843,844 1,845,123

1株当たり中間（当期）純利益 （円） 15,211 10,609 26,416

潜在株式調整後1株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 78.0 65.7 65.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 43,659 26,068 94,991

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △32,923 △44,883 △230,712

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △6,512 △8,918 141,731

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 361,471 352,992 382,486

第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

（注）1．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

2．潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

2【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

- 2 -



第2【事業の状況】

1【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

2【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）財政状態及び経営成績の状況

（a）財政状態に関する分析

　当中間連結会計期間末の資産の残高は、現金及び預金の減少等により、前連結会計年度末に比べ1,279百万円減

少の1,843,844百万円となりました。

　負債の残高は、賞与引当金の減少等により、前連結会計年度末に比べ3,919百万円減少の555,574百万円となり

ました。

　純資産の残高は、利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末に比べ2,640百万円増加の1,288,270百万円と

なりました。

（b）経営成績の分析

当中間連結会計期間における日本経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策のもとで緩やかな回復が続いており

ます。一方で、物価の上昇や人手不足等による人件費の上昇が継続しているほか、中東情勢の影響に伴う資源・エ

ネルギー価格の変動、自然災害の影響、金融資本市場の変動や為替の動向等について、引き続き注視していく必要

があります。

世界経済は、地域ごとに強弱が見られるものの、全体としては緩やかな持ち直しが続いております。一方で、

中東情勢をはじめとする地政学リスク、世界的なインフレ圧力、為替及び資源・資材価格の変動等により、先行

きの不透明感は依然として高い状況にあります。

このような環境のもと、当社グループの当中間連結会計期間における売上高は前年同期比62.2％増の779,986百

万円、営業利益は前年同期比2.4％増の25,432百万円、経常利益は前年同期比4.4％減の26,017百万円、親会社株

主に帰属する中間純利益は前年同期比30.3％減の12,718百万円となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

ハウジングソリューションズ事業（以下、HS事業という）につきましては、当中間連結会計期間よりセグメント

別の業績説明を開始しております。前年同期の連結業績にはHS事業の数値が含まれていないため、前年同期との比

較説明及び前年同期比は記載しておりません。

（ファスニング）

当中間連結会計期間のファスニング事業を取り巻く事業環境は、中東情勢不安の長期化、米国の通商政策への

懸念や中国経済の停滞等、地政学リスクや通商リスクの高まりにより、景気の先行き不透明な状況が続いており

ます。

このような事業環境のもと、顧客への販促活動の強化に加え、中東情勢不安に伴う材料逼迫懸念を背景とした

前倒し発注や価格改定前の駆け込み需要が後押ししたことで、販売は堅調に推移しました。

この結果、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は前年同期比20.0％増の252,911百万円となりました。

営業利益は、原材料価格やインフレに伴う労務費等の上昇がある中で、販売ボリュームの増加や操業度上昇の影

響により、前年同期比43.8％増の30,373百万円と、増収増益となりました。

（AP）

当中間連結会計期間のAP事業を取り巻く事業環境は、地政学リスクの長期化に伴う資材価格・エネルギーコス

トの高止まり、及び工事の着手や進行の遅れが継続しております。日本においては、円安基調が継続したほか、

新設住宅着工戸数は前年の一時的な落ち込みにより前年同期を上回ったものの、低い水準で推移しました。

このような事業環境のもと、日本では、住宅事業の販売は新築分野で前年同期並み、リフォーム分野は低調に

推移し、日本全体で前年同期を下回りました。また、令和8年熊本地震に伴い一部商品の供給にも影響が生じまし

た。海外では、資材価格高騰を受けた価格改定の浸透や販売エリアの拡大等により、北米のビル建材・住宅建材

事業、中国、アジア各国／地域で販売が前年同期を上回りました。

この結果、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は前年同期比2.6％増の275,627百万円となりました。

営業損失は、価格改定や製造コストダウン等の効果があったものの、資材価格高騰の影響を吸収しきれず、4,471

百万円（前年同期は営業利益5,490百万円）と、増収減益となりました。
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（HS）

当中間連結会計期間のHS事業を取り巻く事業環境は、AP事業と同様に推移したものの、一部の商材で先行受注

や在庫確保等の動きが見られ、第1四半期を中心に一時的に需要が増加しました。

このような事業環境のもと、建材商材の販売は低調に推移したものの、パナソニックグループ商材や外廻り商

材、水廻り商材が牽引し、全体としては堅調に推移しました。

この結果、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は250,680百万円となりました。営業利益は、中東情勢

の影響等による資材価格高騰の影響はあったものの、一時的な需要増を含めた販売ボリュームの増加や価格改定

効果及び固定費抑制により、1,535百万円となりました。

（その他）

　その他の事業については、不動産、アルミ製錬事業等を行っております。

　当中間連結会計期間におけるその他の事業の売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は、前年同期比

27.7％増の22,450百万円、営業利益は前年同期比188.2％増の2,930百万円となりました。

（2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ29,493百万円減少し、352,992

百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によって得られた資金は26,068百万円であり、前年同期比で17,591百万円の減少となりました。これ

は主に売上債権の増減額の減少によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用された資金は44,883百万円であり、前年同期比で11,959百万円の増加となりました。これ

は主に定期預金の払戻による収入の減少によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用された資金は8,918百万円であり、前年同期比で2,406百万円の増加となりました。これは

主に長期借入金の返済による支出の増加によるものです。

（3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

（4）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありません。

（6）研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は20,021百万円であります。なお、当中間連結

会計期間より、HS事業の研究開発活動の金額を含めております。

　上記以外に当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。

（7）生産、受注及び販売の実績

　当中間連結会計期間において、前年同期比で、当社グループの販売実績に著しい増加がありました。これは、

HS事業の販売実績が含まれたことによるものです。

（8）経営成績に重要な影響を与える要因

　当中間連結会計期間において、新たに経営成績に影響を与える事象は発生しておりません。

（9）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当中間連結会計期間において、重要な変更はありません。

3【重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

- 4 -



種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,260,000

計 4,260,000

第3【提出会社の状況】

1【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年9月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 1,199,240.05 1,199,240.05
非上場

非登録

単元株制度を採用

しておりません。

計 1,199,240.05 1,199,240.05 － －

②【発行済株式】

（2）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年4月 1日～

2026年9月30日
－ 1,199,240.05 － 11,992 － 35,261

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

2026年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

YKK恒友会（従業員持株会） 東京都千代田区神田和泉町1 310,541.00 25.91

㈲吉田興産 富山県黒部市前沢3514-1 140,365.30 11.71

㈱みずほ銀行 東京都千代田区大手町1-5-5 59,448.00 4.96

吉田忠裕 神奈川県藤沢市 55,941.85 4.67

㈱北陸銀行 富山県富山市堤町通り1-2-26 36,291.00 3.03

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2-1-1 32,000.00 2.67

吉田政裕 東京都渋谷区 30,136.90 2.51

吉川美知子 大阪府豊中市 20,107.90 1.68

吉田直人 東京都台東区 19,930.50 1.66

田中ゆかり 東京都新宿区 16,724.10 1.40

計 － 721,486.55 60.20

（5）【大株主の状況】
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2026年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－ －普通株式

496

完全議決権株式（その他）
普通株式

1,195,954 －
1,195,954

端株
普通株式

－ －
2,790.05

発行済株式総数 1,199,240.05 － －

総株主の議決権 － 1,195,954 －

（6）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2026年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

YKK㈱
東京都千代田区

神田和泉町1番地
496 - 496 0.0

計 － 496 - 496 0.0

②【自己株式等】

2【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第4【経理の状況】

1．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の5第1項の表の第3号の上欄に掲げる会社に該当しますが、同項ただし書後

段の規定に基づき、連結財務諸表規則第1編及び第3編の規定により第1種中間連結財務諸表を作成しております。

2．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年4月1日から2026年9月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（2026年3月31日）

当中間連結会計期間
（2026年9月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 405,577 376,297

受取手形、売掛金及び契約資産 278,672 280,214

有価証券 976 1,119

棚卸資産 ※2 261,840 ※2 280,766

その他 58,235 64,662

貸倒引当金 △4,030 △3,781

流動資産合計 1,001,272 999,278

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 634,500 640,025

減価償却累計額 △425,527 △430,826

建物及び構築物（純額） 208,972 209,199

機械装置及び運搬具 1,021,447 1,022,223

減価償却累計額 △840,121 △842,046

機械装置及び運搬具（純額） 181,325 180,177

土地 82,086 81,953

建設仮勘定 34,204 36,096

その他 217,526 221,536

減価償却累計額 △160,223 △161,379

その他（純額） 57,303 60,156

有形固定資産合計 563,892 567,583

無形固定資産

のれん 84,775 78,847

その他 41,455 40,514

無形固定資産合計 126,231 119,361

投資その他の資産

投資有価証券 73,775 76,016

繰延税金資産 14,630 15,362

退職給付に係る資産 43,117 44,061

その他 23,274 23,139

貸倒引当金 △1,070 △959

投資その他の資産合計 153,727 157,620

固定資産合計 843,851 844,565

資産合計 1,845,123 1,843,844

1【中間連結財務諸表】

（1）【中間連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（2026年3月31日）

当中間連結会計期間
（2026年9月30日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 102,746 104,819

短期借入金 4,791 5,005

１年内返済予定の長期借入金 16,195 15,229

未払法人税等 9,875 9,746

賞与引当金 34,979 32,914

従業員預り金 35,710 35,137

その他 128,436 123,620

流動負債合計 332,736 326,472

固定負債

社債 20,000 20,000

長期借入金 138,031 138,868

繰延税金負債 25,218 27,071

退職給付に係る負債 13,670 13,518

その他 29,837 29,644

固定負債合計 226,757 229,101

負債合計 559,493 555,574

純資産の部

株主資本

資本金 11,992 11,992

資本剰余金 35,393 35,393

利益剰余金 912,539 921,189

自己株式 △32 △33

株主資本合計 959,893 968,542

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 32,155 34,355

繰延ヘッジ損益 2,546 1,959

為替換算調整勘定 167,494 161,305

退職給付に係る調整累計額 45,286 44,412

その他の包括利益累計額合計 247,482 242,032

非支配株主持分 78,254 77,695

純資産合計 1,285,630 1,288,270

負債純資産合計 1,845,123 1,843,844
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
（自　2025年4月 1日

　　至　2025年9月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年4月 1日

　　至　2026年9月30日）

売上高 480,889 779,986

売上原価 309,411 528,958

売上総利益 171,477 251,027

販売費及び一般管理費 ※1 146,634 ※1 225,595

営業利益 24,842 25,432

営業外収益

受取利息 3,236 3,149

受取配当金 561 764

その他 2,608 2,505

営業外収益合計 6,406 6,419

営業外費用

支払利息 660 3,128

為替差損 1,423 651

その他 1,941 2,053

営業外費用合計 4,025 5,833

経常利益 27,224 26,017

特別利益

固定資産売却益 5,049 1,290

投資有価証券売却益 － 2,087

その他 19 －

特別利益合計 5,068 3,378

特別損失

固定資産売却損 7 90

固定資産除却損 870 1,517

子会社清算損 540 －

事業構造改革費用 － 1,191

その他 19 700

特別損失合計 1,436 3,499

税金等調整前中間純利益 30,856 25,896

法人税等 11,887 11,364

中間純利益 18,968 14,531

非支配株主に帰属する中間純利益 733 1,813

親会社株主に帰属する中間純利益 18,235 12,718

（2）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
（自　2025年4月 1日

　　至　2025年9月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年4月 1日

　　至　2026年9月30日）

中間純利益 18,968 14,531

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3,097 1,858

繰延ヘッジ損益 145 △587

為替換算調整勘定 10,143 △6,462

退職給付に係る調整額 95 △871

その他の包括利益合計 13,481 △6,062

中間包括利益 32,450 8,469

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 30,522 7,268

非支配株主に係る中間包括利益 1,927 1,201

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
（自　2025年4月 1日

　　至　2025年9月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年4月 1日

　　至　2026年9月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 30,856 25,896

減価償却費 33,037 41,421

のれん償却額 364 4,076

貸倒引当金の増減額（△は減少） △32 △296

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △322 △1,544

受取利息及び受取配当金 △3,798 △3,914

支払利息 660 3,128

有形固定資産除却損 316 499

有形固定資産売却損益（△は益） △5,041 △1,199

投資有価証券売却損益（△は益） － △2,087

売上債権の増減額（△は増加） 12,388 △2,777

棚卸資産の増減額（△は増加） △7,841 △20,574

仕入債務の増減額（△は減少） △1,902 2,427

その他 △7,030 △6,638

小計 51,654 38,417

利息及び配当金の受取額 3,961 4,019

利息の支払額 △488 △3,030

法人税等の支払額 △11,468 △13,338

営業活動によるキャッシュ・フロー 43,659 26,068

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △6,218 △1,974

定期預金の払戻による収入 11,819 1,727

有形固定資産の取得による支出 △38,173 △45,809

有形固定資産の売却による収入 5,881 2,397

投資有価証券の売却による収入 － 2,515

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△2,826 －

その他 △3,404 △3,738

投資活動によるキャッシュ・フロー △32,923 △44,883

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 141 △15

長期借入れによる収入 2 1,000

長期借入金の返済による支出 △7 △1,129

配当金の支払額 △3,796 △4,045

その他 △2,852 △4,728

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,512 △8,918

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,918 △1,759

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,142 △29,493

現金及び現金同等物の期首残高 353,329 382,486

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 361,471 ※ 352,992

（3）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

 該当事項はありません。

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用して計算しております。

前連結会計年度
（2026年3月31日）

当中間連結会計期間
（2026年9月30日）

みずほ信託銀行㈱（YKK恒友会信託口） 1,226百万円 343百万円

前連結会計年度
（2026年3月31日）

当中間連結会計期間
（2026年9月30日）

商品及び製品 62,523百万円 68,051百万円

仕掛品 100,420 106,621

原材料及び貯蔵品 98,896 106,094

（中間連結貸借対照表関係）

1　保証債務

　金融機関等からの借入に対する債務保証は、次のとおりであります。

※2　棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。

　前中間連結会計期間
（自  2025年4月 1日

　　至  2025年9月30日）

　当中間連結会計期間
（自  2026年4月 1日

　　至  2026年9月30日）

貸倒引当金繰入額 27百万円 △37百万円

従業員給与手当 51,722 76,600

賞与引当金繰入額 11,688 12,165

退職給付費用 4,501 5,127

（中間連結損益計算書関係）

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

2　当社グループは、「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」

（実務対応報告第46号　2024年3月22日）第7項を適用し、当中間連結会計期間を含む対象会計年度に関する

国際最低課税額に対する法人税等を計上しておりません。
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　前中間連結会計期間
（自　2025年4月 1日

　　至　2025年9月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2026年4月 1日

　　至　2026年9月30日）

現金及び預金勘定 374,278百万円 376,297百万円

有価証券 1,617 1,119

  計 375,896 377,417

預入期間が3か月を超える定期預金他 △14,424 △24,424

現金及び現金同等物 361,471 352,992

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

 1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 2025年6月27日

 定時株主総会
普通株式 3,836 3,200 2025年3月31日 2025年6月30日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

 1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 2026年6月26日

 定時株主総会
普通株式 4,075 3,400 2026年3月31日 2026年6月29日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年4月1日　至　2025年9月30日）

　配当金支払額

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年4月1日　至　2026年9月30日）

　配当金支払額
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）1

調整額
（注）2

中間連結
損益計算書

計上額
（注）3

ファス
ニング

AP HS 計

売上高

外部顧客への売上高 209,508 268,513 － 478,021 2,867 － 480,889

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,165 90 － 1,256 14,709 △15,966 －

 計 210,673 268,604 － 479,278 17,577 △15,966 480,889

セグメント利益 21,116 5,490 － 26,607 1,016 △2,781 24,842

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）1

調整額
（注）2

中間連結
損益計算書

計上額
（注）3

ファス
ニング

AP HS 計

売上高

外部顧客への売上高 251,714 274,421 250,422 776,558 3,427 － 779,986

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,196 1,205 258 2,660 19,022 △21,683 －

 計 252,911 275,627 250,680 779,218 22,450 △21,683 779,986

セグメント利益 30,373 △4,471 1,535 27,437 2,930 △4,935 25,432

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年4月1日　至　2025年9月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）1．「その他」には、不動産、アルミ製錬等の事業活動を含んでおります。

2. セグメント利益の調整額△2,781百万円には、セグメント間取引消去956百万円及び配賦不能営業費用△3,737

百万円が含まれております。配賦不能営業費用は、当社の全社共通部門に係る費用等であります。

3. セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年4月1日　至　2026年9月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）1．「その他」には、不動産、アルミ製錬等の事業活動を含んでおります。

2. セグメント利益の調整額△4,935百万円には、セグメント間取引消去△639百万円及び配賦不能営業費用

△4,295百万円が含まれております。配賦不能営業費用は、当社の全社共通部門に係る費用等であります。

3. セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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前中間連結会計期間
（自　2025年4月 1日

　　至　2025年9月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年4月 1日

　　至　2026年9月30日）

主たる地域

日本 15,689 百万円 16,933 百万円

Americas 25,314 28,934

Europe 31,437 37,858

ISAMEA 32,471 38,727

ASEAN 48,987 55,889

中国 55,607 73,371

計 209,508 251,714

前中間連結会計期間
（自　2025年4月 1日

　　至　2025年9月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年4月 1日

　　至　2026年9月30日）

主たる地域

日本
217,089 百万円 212,140 百万円

（54,678） （54,105）

海外
51,423 62,280

（13,253） （16,723）

計
268,513 274,421

（67,931） （70,829）

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（1）ファスニング事業

（注）1．外部顧客に対する売上高を表示しております。

2．ファスニング事業における売上高は、主として一時点で顧客に移転される財又はサービスから生じる

　 収益であります。

（2）AP事業

（注）1．外部顧客に対する売上高を表示しております。

2．（　）内の売上高は、一定の期間にわたり顧客に移転される財又はサービスから生じる収益でありま

　 す。その内、契約期間が1年を超える長期契約に係る収益の合計は、前中間連結会計期間は

　 43,933百万円、当中間連結会計期間は48,614百万円であります。

（3）HS事業

HS事業における売上高は、主として一時点で顧客に移転される財又はサービスから生じる収益であり、

「第4　経理の状況　1　中間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）セグメント情報」に記載のとお

りです。

なお、当事業は主に日本市場向けに展開しており、地域別分解情報の重要性が乏しいことから、主たる地

域別の記載は省略しております。
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　前中間連結会計期間
（自　2025年4月 1日

　　至　2025年9月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2026年4月 1日

　　至　2026年9月30日）

1株当たり中間純利益 15,211円 10,609円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
18,235 12,718

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
18,235 12,718

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,198 1,198

（1株当たり情報）

1株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後1株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

2【その他】

　該当事項はありません。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

                  2026年11月10日

YKK株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 表　　　　晃　靖

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 辻　本　　慶　太

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 野　村　　充　基

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているYKK株式会社の2026

年4月1日から2027年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年4月1日から2026年9月30日まで）に係る中間

連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、YKK株式会社及び連結子会社の2026年9月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の

財務諸表の監査に比べて限定された手続である。



　（注）1．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　2．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間

連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論

に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上


